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収
入
の
部
で
は
、
当
年
度

収
入
合
計
が
予
算
比
０
・
74

％
減
の
２
８
９
億
５
３
３
７

万
円
（
前
年
度
比
で
は
12
・

34
％
の
増
）
と
な
り
、
前
年

度
繰
越
支
払
資
金
を
加
え
た

収
入
の
部
合
計
で
は
、
予
算

比
０
・
61
％
減
の
３
５
６
億

２
７
５
２
万
円
と
な
っ
て
い

る
（
前
年
度
比
で
は
10
・
47

％
の
増
）
。

　
支
出
の
部
で
は
、
当
年
度

支
出
合
計
が
予
算
比
０
・
76

％
減
の
２
８
９
億
９
３
９
２

万
円
（
前
年
度
比
で
は
13
・

36
％
の
増
）
で
、
翌
年
度
繰

越
支
払
資
金
は
、
翌
年
度
の

収
入
と
な
る
前
受
金
収
入
を

含
み
66
億
３
３
６
０
万
円
と

な
っ
て
い
る
（
前
年
度
比
で

は
０
・
61
％
の
減
）
。

⑴
収
入
の
部

　
①
学
生
生
徒
等
納
付
金
収

入
は
、
１
９
４
億
６
３
８
１

万
円
（
前
年
度
比
で
は
３
・

69
％
の
減
）
。
最
終
在
籍
者

数
が
専
修
大
学
で
１
万
７
７

７
５
人
、
石
巻
専
修
大
学
で

１
２
１
７
人
と
な
り
、
全
体

で
は
１
万
８
９
９
２
人
。
最

終
在
籍
者
数
は
、
前
年
度
と

比
べ
、
全
体
で
５
０
７
人
の

減
と
な
っ
て
い
る
。

　
②
手
数
料
収
入
は
、
予
算

比
０
・
57
％
減
の
11
億
６
９

３
２
万
円
（
前
年
度
比
で
は

７
・
11
％
の
減
）。
こ
の
う

ち
、
入
学
検
定
料
収
入
は
、

予
算
比
０
・
37
％
減
の
11
億

３
５
４
９
万
円
（
前
年
度
比

で
は
７
・
05
％
の
減
）。
入

学
志
願
者
数
が
予
算
と
比
べ

専
修
大
学
で
２
０
７
５
人
の

減
、
石
巻
専
修
大
学
で
66
人

の
増
と
な
っ
て
い
る
。

　
③
寄
付
金
収
入
は
、
予
算

比
46
・
08
％
減
の
２
億
６
９

５
８
万
円
（
前
年
度
比
で
は

１
０
１
・
06
％
の
増
）。令
和

元
年
度
は
、「
専
修
大
学
創
立

１
４
０
年
・
石
巻
専
修
大
学

創
立
30
年
記
念
事
業
募
金
」

募
集
の
最
終
年
度
に
あ
た

る
。

　
④
補
助
金
収
入
は
、
予
算

比
０
・
85
％
増
の
13
億
８
３

０
１
万
円
（
前
年
度
比
で
は

19
・
09
％
の
増
）。
こ
の
う

ち
、
国
庫
補
助
金
収
入
は
、

経
常
費
補
助
金
が
予
算
比
０

・
20
％
増
の
13
億
５
７
３
１

万
円
（
前
年
度
比
で
は
18
・

32
％
の
増
）。

　
⑤
資
産
売
却
収
入
は
、
施

設
売
却
収
入
で
１
８
８
２
万

円
。
生
田
及
び
伊
勢
原
校
地

の
売
却
。

　
⑥
付
随
事
業
・
収
益
事
業

収
入
は
、
予
算
比
８
・
51
％

減
の
５
億
９
８
４
２
万
円

（
前
年
度
比
で
は
10
・
80
％

の
減
）。
差
異
は
、
課
外
講

座
受
講
者
及
び
伊
勢
原
セ
ミ

ナ
ー
ハ
ウ
ス
他
利
用
者
の

減
、
伊
勢
原
体
育
寮
寮
費
等

の
減
に
よ
る
。

　
⑦
受
取
利
息
・
配
当
金
収

入
は
、
予
算
比
６
・
55
％
減

の
７
１
８
３
万
円
（
前
年
度

比
で
は
３
・
41
％
の
増
）。

こ
の
う
ち
、
そ
の
他
の
受
取

利
息
・
配
当
金
収
入
は
、
予

算
比
６
・
68
％
減
の
７
１
４

８
万
円
（
前
年
度
比
で
は
３

・
30
％
の
増
）。
差
異
は
、

債
券
利
金
及
び
銀
行
預
金
利

息
の
減
。

　
⑧
雑
収
入
は
、
予
算
比
８

・
96
％
増
の
８
億
２
７
４
８

万
円
（
前
年
度
比
で
は
３
・

33
％
の
増
）。
差
異
は
、
施

設
設
備
貸
与
料
、
退
職
金
財

団
交
付
金
、
台
風
被
害
に
よ

る
保
険
金
、
科
学
研
究
費
補

助
金
の
間
接
経
費
等
の
増
。

　
⑨
借
入
金
等
収
入
は
、
予

算
ど
お
り
で
９
億
円
。
神
田

10
号
館
の
建
築
資
金
と
し
て

の
長
期
借
入
金
。

　
⑩
前
受
金
収
入
は
、
令
和

２
年
度
入
学
者
の
入
学
手
続

時
に
お
け
る
納
入
学
費
（
翌

年
度
の
学
生
生
徒
等
納
付
金

収
入
と
な
る
。）
で
、
37
億

５
１
７
３
万
円
。

　
⑪
そ
の
他
の
収
入
は
、
第

２
号
基
本
金
引
当
特
定
資
産

取
崩
収
入
、
施
設
設
備
準
備

資
産
取
崩
収
入
、
前
期
末
未

収
入
金
収
入
、
貸
付
金
回
収

収
入
、
敷
金･

保
証
金
回
収

収
入
等
で
47
億
９
５
２
１
万

円
。
ま
た
、
資
金
収
入
調
整

勘
定
（
収
入
の
振
替
控
除
科

目
）は
、期
末
未
収
入
金
及
び

前
期
末
前
受
金
で
42
億
９
５

８
８
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑵
支
出
の
部

　
①
人
件
費
支
出
は
、
予
算

比
１
・
52
％
増
の
１
４
６
億

１
２
９
９
万
円
（
前
年
度
比

で
は
０
・
64
％
の
増
）。
主

な
要
因
は
、
教
職
員
の
人
件

費
及
び
退
職
金
等
の
増
。

　
②
教
育
研
究
経
費
支
出

は
、
予
算
比
３
・
98
％
増
の

54
億
７
６
１
３
万
円
（
前
年

度
比
で
は
13
・
46
％
の
増
）。

予
算
比
増
減
の
主
な
も
の
の

決
算
額
、
要
因
等
は
以
下
の

と
お
り
。

・
準
備
品
費
支
出
‥
１
億
８

８
５
万
円
（
１
８
０
７
万
円

の
増
）

　
神
田
９
号
館
新
築
に
伴
う

設
備
品
、
神
田
10
号
館
新
築

に
伴
う
設
備
品
、
生
田
４
号

館
心
理
学
動
物
実
験
室
入
退

館
管
理
用
設
備
品
、
生
田
障

が
い
学
生
支
援
室
設
置
に
伴

う
設
備
品
購
入
額
の
増
、
科

学
研
究
費
間
接
経
費
使
用
額

の
増

・
消
耗
品
費
支
出
‥
４
億
２

８
１
１
万
円
（
９
７
４
９
万

円
の
増
）

　
神
田
１
号
館
研
究
室
増
設

等
に
伴
う
消
耗
品
、
神
田
９

号
館
新
築
に
伴
う
消
耗
品
、

神
田
10
号
館
新
築
に
伴
う
消

耗
品
、
神
田
喫
煙
エ
リ
ア
環

境
整
備
用
消
耗
品
、
神
田
就

職
課
事
務
室
改
修
に
伴
う
消

耗
品
、
生
田
４
号
館
心
理
学

動
物
実
験
室
入
退
館
管
理
用

消
耗
品
購
入
額
の
増
、
科
学

研
究
費
間
接
経
費
使
用
額
の

増・
光
熱
水
費
支
出
‥
６
億
５

７
０
５
万
円
（
５
９
９
０
万

円
の
増
）

　
電
気
料
金
、
ガ
ス
料
金
、

重
油
代
等
の
増

・
通
信
運
搬
費
支
出
‥
８
４

０
１
万
円
（
１
０
６
８
万
円

の
増
）

　
研
究
室
移
転
費
用
、
入
試

問
題
冊
子
運
送
費
等
の
増

・
旅
費
交
通
費
支
出
‥
２
億

１
３
６
７
万
円
（
１
３
８
１

万
円
の
減
）

　
在
外
研
究
費
、
学
会
補
助

費
、教
員
個
人
研
究
費
旅
費
、

石
巻
受
託
研
究
費
等
の
減

・
研
究
図
書
費
支
出
‥
５
１

３
７
万
円
（
１
２
８
９
万
円

の
減
）

　
研
究
助
成
、
教
員
個
人
研

究
費
使
用
額
の
減

・
修
繕
費
支
出
‥
２
億
９
１

８
２
万
円
（
６
６
５
２
万
円

の
増
）

　
事
務
室
再
配
置
に
伴
う
事

務
用
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ

ム
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
及
び

改
修
、
神
田
校
舎
教
育
用
電

話
工
事
、
神
田
学
生
部
室
天

井
漏
水
修
理
、
神
田
８
号
館

空
調
機
修
理
、
生
田
１
号
館

機
械
室
冷
温
水
機
配
管
修

理
、
生
田
総
合
体
育
館
プ
ー

ル
用
排
気
フ
ァ
ン
修
理
、
生

田
総
合
体
育
館
ボ
イ
ラ
ー
修

理
、
御
宿
セ
ミ
ナ
ー
ハ
ウ
ス

台
風
被
害
復
旧
工
事
、
石
巻

２
号
館
屋
上
笠
木
修
理
、
石

巻
４
号
館
北
側
駐
輪
場
屋
根

修
理
等
の
増

・
委
託
費
支
出
‥
15
億
９
７

５
８
万
円
（
３
３
１
６
万
円

の
増
）

　
教
育
・
研
究
用
コ
ン
ピ
ュ

ー
タ
シ
ス
テ
ム
増
強
に
伴
う

移
設
・
設
置
等
委
託
、
神
田

１
｜
３
号
館
事
務
室
再
配
置

に
伴
う
改
修
、
神
田
１
号
館

研
究
室
増
設
等
改
修
、
入
試

シ
ス
テ
ム
開
発
、
神
田
新
図

書
館
シ
ス
テ
ム
開
発
、
教
学

事
務
所
管
人
材
派
遣
業
務
委

託
費
等
の
増

・
謝
礼
費
支
出
‥
８
８
６
３

万
円（
１
４
３
０
万
円
の
減
）

　
授
業
科
目
外
部
講
師
謝
礼

費
、
教
育
実
習
謝
礼
費
、
受

託
研
究
費
使
用
額
、
各
種
講

座
講
師
謝
礼
費
、
石
巻
教
員

個
人
研
究
費
謝
礼
費
等
の
減

　
③
管
理
経
費
支
出
は
、
予

算
比
１
・
31
％
増
の
15
億
８

８
６
万
円
（
前
年
度
比
で
は

５
・
52
％
の
増
）。

　
予
算
比
増
減
の
主
な
も
の

の
決
算
額
、
要
因
等
は
以
下

の
と
お
り
。

・
光
熱
水
費
支
出
‥
１
億
８

７
２
万
円
（
１
７
５
６
万
円

の
増
）

　
電
気
料
金
、
ガ
ス
料
金
、

重
油
代
等
の
増

・
委
託
費
支
出
‥
４
億
７
３

５
３
万
円
（
１
７
０
８
万
円

の
減
）

　
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
、
運

用
支
援
Ｓ
Ｅ
派
遣
、
各
体
育

寮
給
食
業
務
委
託
費
等
の
減

・
公
租
公
課
支
出
‥
７
８
０

８
万
円
（
２
７
４
０
万
円
の

増
）

　
固
定
資
産
税
、
消
費
税
申

告
額
等
の
増

　
④
借
入
金
等
利
息
支
出

は
、
１
８
５
４
万
円
で
、
計

画
ど
お
り
の
返
済
。

　
⑤
借
入
金
等
返
済
支
出

は
、
３
億
１
７
７
７
万
円

で
、
計
画
ど
お
り
の
返
済
。

　
⑥
施
設
関
係
支
出
は
、
予

算
比
２
・
32
％
減
の
56
億
４

６
６
６
万
円
（
前
年
度
比
で

は
82
・
24
％
の
増
）。

※
⑥
の
主
な
内
容
に
つ
い
て

は
、
後
記
の
〔
主
な
施
設
等

整
備
事
項
〕
に
記
載
。

　
⑦
設
備
関
係
支
出
は
、
予

算
比
９
・
32
％
減
の
11
億
７

３
４
０
万
円
（
前
年
度
比
で

は
０
・
99
％
の
増
）。

　
こ
の
う
ち
、
教
育
研
究
用

機
器
備
品
支
出
は
、
予
算
比

２
・
31
％
減
の
９
億
６
５
７

６
万
円
で
、
差
異
は
、
教
学

事
務
シ
ス
テ
ム
Ｏ
Ｃ
Ｒ
機
器

購
入
額
等
の
減
、
神
田
10
号

館
新
築
に
伴
う
備
品
、
生
田

４
号
館
心
理
学
動
物
実
験
室

入
退
館
管
理
用
備
品
の
科
目

振
替
に
よ
る
減
、
神
田
６
号

館
学
部
長
室
増
設
に
伴
う
備

品
購
入
額
等
の
増
、
教
員
個

人
研
究
費
、研
究
助
成
費
、受

託
研
究
費
使
用
額
等
の
増
。

　
⑧
資
産
運
用
支
出
は
、
予

算
比
25
・
96
％
減
の
５
億
５

５
３
４
万
円
。
第
２
号
基
本

金
引
当
特
定
資
産
繰
入
支
出

が
３
億
円
、
第
３
号
基
本
金

引
当
特
定
資
産
繰
入
支
出
が

５
３
４
万
円
、
退
職
給
与
引

当
資
産
繰
入
支
出
が
５
０
０

０
万
円
、
施
設
設
備
準
備
資

産
繰
入
支
出
が
２
億
円
と
な

っ
て
い
る
。

　
⑨
そ
の
他
の
支
出
は
、
前

期
末
未
払
金
支
払
支
出
、
前

払
金
支
払
支
出
等
で
13
億
４

１
０
５
万
円
。
予
備
費
の
使

用
額
は
な
い
。
ま
た
、
資
金

支
出
調
整
勘
定
（
支
出
の
振

替
控
除
科
目
）
は
、
期
末
未

払
金
及
び
前
期
末
前
払
金
で

16
億
５
６
８
６
万
円
。

〔
主
な
施
設
等
整
備
事
項
〕

【
専
修
大
学
】

①
学
内
Ｌ
Ａ
Ｎ
シ
ス
テ
ム
再

構
築
に
伴
う
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

配
線
工
事
②
事
務
用
コ
ン
ピ

ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
更
新
に
伴

う
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
配
線
工
事

③
事
務
室
再
配
置
に
伴
う
事

務
用
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ

ム
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
及
び

改
修
工
事
④
教
育
・
研
究
用

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
増

強
に
伴
う
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
配

線
工
事
⑤
神
田
校
舎
中
央
監

視
設
備
更
新
工
事
⑥
神
田
校

舎
電
話
交
換
機
更
新
工
事
⑦

神
田
１
｜
３
号
館
広
場
外
灯

照
明
器
具
更
新
工
事
⑧
神
田

１
号
館
研
究
室
増
設
等
改
修

工
事
⑨
神
田
１
号
館
中
央
監

視
室
放
送
設
備
改
修
工
事
⑩

神
田
１
号
館
社
会
科
学
研
究

所
他
電
気
設
備
等
工
事
⑪
神

田
６
号
館
学
部
長
室
増
設
等

改
修
工
事
⑫
神
田
７
号
館
ラ

ウ
ン
ジ
設
置
等
改
修
工
事
⑬

神
田
７
号
館
無
線
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
配
線
工
事
⑭
神
田
９
号

館
新
築
工
事
⑮
神
田
10
号
館

新
築
工
事
⑯
生
田
障
が
い
学

生
支
援
室
設
置
工
事
⑰
生
田

９
号
館
中
央
監
視
設
備
関
連

装
置
更
新
工
事
⑱
生
田
９
号

館
中
央
監
視
室
放
送
設
備
改

修
工
事
⑲
生
田
９
号
館
非
常

用
照
明
直
流
電
源
装
置
更
新

工
事
⑳
図
書
館
生
田
分
館
改

修
工
事
㉑
生
田
食
堂
棟
放
送

設
備
改
修
工
事
㉒
生
田
総
合

体
育
館
他
テ
レ
ビ
ア
ン
テ
ナ

等
設
置
工
事
㉓
生
田
総
合
体

育
館
プ
ー
ル
用
具
庫
照
明
器

具
更
新
工
事
㉔
生
田
第
３
学

生
自
治
会
館
分
電
盤
改
修
工

事
㉕
伊
勢
原
セ
ミ
ナ
ー
ハ
ウ

ス
ゼ
ミ
室
等
空
調
設
備
更
新

工
事
㉖
伊
勢
原
体
育
寮
ボ
イ

ラ
ー
更
新
工
事

【
石
巻
専
修
大
学
】

①
１
号
館
実
験
室
エ
ア
コ
ン

更
新
工
事
②
２
号
館
実
験
室

等
エ
ア
コ
ン
更
新
工
事

　
事
業
活
動
収
支
計
算
書
で

は
、
事
業
活
動
収
入
計
（
学

校
法
人
の
負
債
と
な
ら
な
い

収
入
）
が
予
算
比
１
・
01
％

減
の
２
３
９
億
８
６
１
万
円

（
前
年
度
と
の
比
較
で
は
５

億
１
２
８
３
万
円
の
減
）
。

事
業
活
動
支
出
計
は
、
予
算

比
１
・
52
％
増
の
２
４
２
億

１
９
５
６
万
円
（
前
年
度
と

の
比
較
で
は
11
億
１
５
４
７

万
円
の
増
）
と
な
り
、
基
本

金
組
入
前
当
年
度
収
支
差
額

は
、
△
３
億
１
０
９
５
万
円

と
な
っ
て
い
る
。
基
本
金
組

入
額
合
計
は
、
予
算
比
14
・

33
％
減
の
△
43
億
４
６
４
０

万
円
と
な
り
、
基
本
金
組
入

前
当
年
度
収
支
差
額
と
基
本

金
組
入
額
合
計
を
合
わ
せ
た

当
年
度
収
支
差
額
は
、
予
算

に
比
べ
支
出
超
過
の
額
が
２

・
52
％
減
の
△
46
億
５
７
３

５
万
円
と
な
っ
て
い
る
。
ま

た
、
前
年
度
繰
越
収
支
差
額

（
△
３
８
５
億
９
２
５
４
万

円
）
を
加
え
た
翌
年
度
繰
越

収
支
差
額
は
、
予
算
に
比
べ

支
出
超
過
の
額
が
０
・
28
％

減
の
４
３
２
億
４
９
８
９
万

円
と
な
っ
て
い
る
。

基
本
金
組
入
額
合
計
の
内
訳

　
第
１
号
基
本
金
　
50
億
４

１
０
６
万
円
の
組
入 

（
当
年

度
取
得
資
産
及
び
借
入
金
返

済
等
の
組
入
額
）

　
第
２
号
基
本
金
　
３
億
円

の
組
入
（
将
来
取
得
す
る
固

定
資
産
の
取
得
に
充
て
る
預

金
等
の
資
産
の
組
入
額
）

　
　
　
　
　
　
　
　
10
億
円

の
振
替
（
神
田
10
号
館
完
成

に
伴
う
第
１
号
基
本
金
へ
の

振
替
額
）

　
第
３
号
基
本
金
　
５
３
４

万
円
の
組
入
（
奨
学
基
金
等

の
組
入
額
）

※
事
業
活
動
区
分
ご
と
に
、

前
記
の
資
金
収
支
計
算
書
と

共
通
の
科
目
を
除
く
事
業
活

動
収
支
計
算
書
特
有
の
も
の

に
つ
い
て
説
明
。

⑴
経
常
収
支

　
①
教
育
活
動
収
支

　
教
育
活
動
収
入
計
は
、
予

算
比
０
・
26
％
増
の
２
３
６

億
８
３
６
０
万
円
（
前
年
度

比
で
は
２
・
20
％
の
減
）
。

教
育
活
動
支
出
計
は
、
予
算

比
１
・
85
％
増
の
２
４
１
億

１
６
３
４
万
円
（
前
年
度
比

で
は
４
・
60
％
の
増
）
と
な

り
、
教
育
活
動
収
支
差
額

は
、
△
４
億
３
２
７
３
万
円

（
前
年
度
比
で
は
１
３
７
・

30
％
の
減
）と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
寄
付
金
は
、
施
設
設
備
寄

付
金
を
除
い
た
も
の
で
、
予

算
比
20
・
77
％
増
の
２
億
４

１
５
４
万
円
（
前
年
度
比
で

は
１
１
１
・
52
％
の
増
）。

創
立
記
念
事
業
に
伴
う
特
別

寄
付
金
。

・
経
常
費
等
補
助
金
は
、
施

設
設
備
補
助
金
を
除
い
た
も

の
で
、
予
算
比
０
・
85
％
増

の
13
億
８
３
０
１
万
円
（
前

年
度
比
で
は
19
・
09
％
の

増
）
。
こ
の
う
ち
国
庫
補
助

金
は
、
経
常
費
補
助
金
が
予

算
比
０
・
20
％
増
の
13
億
５

７
３
１
万
円
。

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
人
件
費
は
、
予
算
比
１
・

39
％
増
の
１
４
６
億
５
７
６

６
万
円
（
前
年
度
比
で
は
１

・
75
％
の
増
）。
退
職
給
与

引
当
金
繰
入
額
10
億
４
２
２

０
万
円
を
含
ん
で
い
る
。

・
教
育
研
究
経
費
は
、
予
算

比
２
・
89
％
増
の
77
億
３
１

１
９
万
円
（
前
年
度
比
で
は

10
・
26
％
の
増
）。
減
価
償

却
額
22
億
５
５
０
５
万
円
を

含
ん
で
い
る
。

・
管
理
経
費
は
、
予
算
比
１

・
26
％
増
の
17
億
２
７
４
７

万
円
（
前
年
度
比
で
は
５
・

42
％
の
増
）。
減
価
償
却
額

２
億
１
８
６
０
万
円
を
含
ん

で
い
る
。

②
教
育
活
動
外
収
支

　
教
育
活
動
外
収
入
計
は
、

予
算
比
６
・
55
％
減
の
７
１

８
３
万
円
（
前
年
度
比
で
は

３
・
41
％
の
増
）。
教
育
活

動
外
支
出
計
は
、
１
８
５
４

万
円
で
、
教
育
活
動
外
収
支

差
額
は
、
５
３
２
９
万
円

（
前
年
度
比
で
は
10
・
34
％

の
減
）
と
な
っ
て
い
る
。

③
経
常
収
支
差
額

　
教
育
活
動
収
支
差
額
と
教

育
活
動
外
収
支
差
額
を
合
わ

せ
た
経
常
収
支
差
額
は
、
△

３
億
７
９
４
３
万
円
（
前
年

度
比
で
は
１
３
１
・
11
％
の

減
）
と
な
っ
て
い
る
。

⑵
特
別
収
支

　
特
別
収
入
計
は
、
予
算
比

66
・
25
％
減
の
１
億
５
３
１

６
万
円
（
前
年
度
比
で
は
12

・
72
％
の
増
）。
特
別
支
出

計
は
、
予
算
比
６
１
５
・
21

％
増
の
８
４
６
８
万
円
（
前

年
度
比
で
は
１
２
１
・
67
％

の
増
）
と
な
り
、
特
別
収
支

差
額
は
、
６
８
４
８
万
円

（
前
年
度
比
29
・
89
％
の

減
）
と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
資
産
売
却
差
額
は
、
施
設

売
却
差
額
が
予
算
ど
お
り

で
３
７
２
万
円
。
資
産
売
却

差
額
の
内
容
は
以
下
の
と
お

り
。

施
設
売
却
差
額

　
土
地
　
　
　
３
７
２
万
円

（
土
地
売
却
差
額
）

・
そ
の
他
の
特
別
収
入
の
科

目
別
の
内
訳
は
、
以
下
の
と

お
り
。

　
施
設
設
備
寄
付
金

 

２
８
０
３
万
円

　
受
贈
お
よ
び
編
入
図
書

 

１
億
１
３
０
８
万
円

そ
の
他
の
受
贈
資
産

 

８
３
２
万
円

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
資
産
処
分
差
額
は
、
施
設

処
分
差
額
が
予
算
比
１
４
３

１
・
30
％
増
の
６
０
６
３
万

円
。
設
備
処
分
差
額
は
、
予

算
比
２
０
５
・
10
％
増
の
２

４
０
４
万
円
と
な
っ
て
い

る
。
資
産
処
分
差
額
の
内
容

は
以
下
の
と
お
り
。

施
設
処
分
差
額

　
建
物
　
　
６
０
６
３
万
円

（
建
物
及
び
建
物
付
属
設
備

処
分
差
額
）

設
備
処
分
差
額

　
教
育
研
究
用
機
器
備
品

 

１
９
３
２
万
円（
３
９
５
点
）

管
理
用
機
器
備
品

 

４
０
４
万
円
（
25
点
）

車
両
　
　
　
２
万
円（
１
台
）

図
書
64
万
円
（
１
９
７
冊
）

　
貸
借
対
照
表
は
、
令
和
２

年
３
月
31
日
現
在
の
資
産
、

負
債
、
基
本
金
等
の
状
況
を

前
年
度
末
と
対
比
さ
せ
て
表

示
し
て
い
る
。

⑴
資
産
の
部

　
資
産
の
部
で
は
、
固
定
資

産
が
、
前
年
度
末
よ
り
７
億

１
９
４
２
万
円
増
の
１
３
０

５
億
５
８
１
７
万
円
。
こ
の

う
ち
、
有
形
固
定
資
産
が
、

建
物
、
機
械
装
置
、
教
育
研

究
用
機
器
備
品
、
管
理
用
機

器
備
品
、
図
書
の
増
等
に
よ

り
、
前
年
度
末
よ
り
43
億
６

８
０
３
万
円
増
の
１
０
２
８

億
１
２
７
７
万
円
。
特
定
資

産
は
、
第
２
号
基
本
金
引
当

特
定
資
産
７
億
円
、
施
設
設

備
準
備
資
産
30
億
円
の
減
等

に
よ
り
、
前
年
度
末
よ
り
36

億
４
４
６
５
万
円
減
の
２
７

２
億
４
６
０
万
円
。
そ
の
他

の
固
定
資
産
は
、
教
職
員
貸

付
金
の
減
等
に
よ
り
、
前
年

度
末
よ
り
３
９
４
万
円
減
の

５
億
４
０
７
９
万
円
。
流
動

資
産
は
、
未
収
入
金
の
増
等

で
、
前
年
度
末
よ
り
２
９
７

５
万
円
増
の
75
億
５
２
０
４

万
円
。

　
資
産
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
７
億
４
９
１
８
万

円
増
の
１
３
８
１
億
１
０
２

１
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑵
負
債
の
部

　
負
債
の
部
で
は
、
固
定
負

債
が
長
期
借
入
金
の
増
等
で

前
年
度
末
よ
り
６
億
３
３
３

５
万
円
増
の
１
４
４
億
２
０

４
６
万
円
。流
動
負
債
は
、短

期
未
払
金
の
増
等
で
前
年
度

末
よ
り
４
億
２
６
７
７
万
円

増
の
66
億
３
０
６
１
万
円
。

　
負
債
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
10
億
６
０
１
３
万

円
増
の
２
１
０
億
５
１
０
７

万
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑶
純
資
産
の
部

　
純
資
産
の
部
で
は
、
基
本

金
が
前
年
度
末
よ
り
43
億
４

６
４
０
万
円
増
の
１
６
０
３

億
９
０
３
万
円
。
こ
の
う

ち
、
第
１
号
基
本
金
が
前
年

度
末
よ
り
50
億
４
１
０
６
万

円
増
の
１
５
５
７
億
４
０
４

２
万
円
。
第
２
号
基
本
金

は
、
前
年
度
末
よ
り
７
億
円

減
の
１
億
円
。
第
３
号
基
本

金
は
、
前
年
度
末
よ
り
５
３

４
万
円
増
の
27
億
５
４
６
０

万
円
。
第
４
号
基
本
金
は
、

前
年
度
末
と
増
減
が
な
く
、

17
億
１
４
０
０
万
円
。
繰
越

収
支
差
額
は
、
翌
年
度
繰
越

収
支
差
額
が
事
業
活
動
収
支

計
算
書
の
同
科
目
と
同
一
の

４
３
２
億
４
９
８
９
万
円
の

支
出
超
過
。

　
純
資
産
の
部
合
計
は
、
前

年
度
末
よ
り
３
億
１
０
９
５

万
円
減
の
１
１
７
０
億
５
９

１
３
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

学校法人
専修大学

令和元年度決算概要

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

学生生徒等納付金収入 19,463,815,505
手数料収入 1,169,326,780
特別寄付金収入 241,547,238
経常費等補助金収入 1,383,016,736
付随事業収入 598,420,014
雑収入 827,482,800
教育活動資金収入計 23,683,609,073

支
　
　
出

人件費支出 14,612,994,196
教育研究経費支出 5,476,138,277
管理経費支出 1,508,865,689
教育活動資金支出計 21,597,998,162
差引 2,085,610,911
調整勘定等 164,085,999

教育活動資金収支差額 2,249,696,910

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

施設設備寄付金収入 28,035,020
施設設備売却収入 18,822,532
第２号基本金引当特定資産取崩収入 1,000,000,000
施設設備準備資産取崩収入 3,200,000,000
施設整備等活動資金収入計 4,246,857,552

支
　
　
出

施設関係支出 5,646,666,310
設備関係支出 1,173,409,339
第２号基本金引当特定資産繰入支出 300,000,000
施設設備準備資産繰入支出 200,000,000
施設整備等活動資金支出計 7,320,075,649
差引 △  3,073,218,097
調整勘定等 162,849,672

施設整備等活動資金収支差額 △  2,910,368,425
小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）△    660,671,515

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

借入金等収入 900,000,000
貸付金回収収入 3,074,740
預り金受入収入 1,683,368
仮払金回収収入 37,280,684
敷金・保証金回収収入 122,000
小計 942,160,792

受取利息・配当金収入 71,839,823
その他の活動資金収入計 1,014,000,615

支
　
　
出

借入金等返済支出 317,770,000
第３号基本金引当特定資産繰入支出 5,341,594
退職給与引当資産繰入支出 50,000,000
貸付金支払支出 2,200,000
敷金・保証金支払支出 20,000
小計 375,331,594

借入金等利息支出 18,542,724
その他の活動資金支出計 393,874,318
差引 620,126,297
調整勘定等 0

その他の活動資金収支差額 620,126,297
支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） △     40,545,218
前年度繰越支払資金 6,674,149,961
翌年度繰越支払資金 6,633,604,743

活動区分資金収支計算書
平成31年4月1日から令和2年3月31日まで （単位 円）

事業活動収支決算科目別構成

事業活動収入計

23,908,610千円

学生生徒等納付金

81.4％

事業活動支出計

24,219,563千円

人件費

60.5％

教育研
究経費

31.9％

管理経費

7.1％

資産処分差額

0.4％

手数料

4.9％

寄付金

1.0％

経常費等
補助金

5.8％

付随事業収入

2.5％

雑収入

3.5％
資産売却差額

0.0％

その他の
特別収入

0.6％

借入金等利息

0.1％

受取利息・配当金

0.3％ その他の
特別支出

0.0％

資金収支計算書
平成31年4月1日から令和2年3月31日まで （単位 円）

　収　入　の　部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学生生徒等納付金収入 19,462,219,000 19,463,815,505 △    1,596,505
手 数 料 収 入 1,176,031,000 1,169,326,780 6,704,220
寄 付 金 収 入 500,000,000 269,582,258 230,417,742
補 助 金 収 入 1,371,315,000 1,383,016,736 △   11,701,736
資 産 売 却 収 入 218,822,000 18,822,532 199,999,468
付随事業・収益事業収入 654,050,000 598,420,014 55,629,986
受 取 利 息・ 配 当 金 収 入 76,875,000 71,839,823 5,035,177
雑 収 入 759,454,000 827,482,800 △   68,028,800
借 入 金 等 収 入 900,000,000 900,000,000 0
前 受 金 収 入 3,555,173,000 3,751,734,000 △  196,561,000
そ の 他 の 収 入 4,755,591,000 4,795,215,156 △   39,624,156

資 金 収 入 調 整 勘 定 △4,258,930,000 △4,295,880,243 36,950,243

当 年 度 収 入 合 計 29,170,600,000 28,953,375,361 217,224,639
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 6,674,149,961 6,674,149,961
収 入 の 部 合 計 35,844,749,961 35,627,525,322 217,224,639

　支　出　の　部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

人 件 費 支 出 14,393,991,000 14,612,994,196 △  219,003,196
教 育 研 究 経 費 支 出 5,266,417,000 5,476,138,277 △  209,721,277
管 理 経 費 支 出 1,489,310,000 1,508,865,689 △   19,555,689
借 入 金 等 利 息 支 出 18,544,000 18,542,724 1,276
借 入 金 等 返 済 支 出 317,770,000 317,770,000 0
施 設 関 係 支 出 5,780,653,000 5,646,666,310 133,986,690
設 備 関 係 支 出 1,293,942,000 1,173,409,339 120,532,661
資 産 運 用 支 出 750,018,000 555,341,594 194,676,406
そ の 他 の 支 出 1,352,545,000 1,341,059,804 11,485,196

［ 予 　 備 　 費 ］ (　　　　0) 
150,000,000 150,000,000

資 金 支 出 調 整 勘 定 △1,596,483,000 △1,656,867,354 60,384,354
当 年 度 支 出 合 計 29,216,707,000 28,993,920,579 222,786,421
翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 6,628,042,961 6,633,604,743 △    5,561,782
支 出 の 部 合 計 35,844,749,961 35,627,525,322 217,224,639

比 率 算　式（×100）
平成27年度
（決　算）

平成28年度
（決　算）

平成29年度
（決　算）

平成30年度
（決　算）

令和元年度
（決　算）

人 件 費

比 率

人 件 費

経 常 収 入

60.43％

（53.7％）

60.85％

（53.6％）

59.93％

（53.8％）

59.32％

（53.0％）

61.70％

人 件 費

依 存 率

人 件 費

学生生徒等納付金

72.89％

（73.0％）

71.72％

（72.8％）

70.96％

（71.9％）

71.28％

（70.9％）

75.31％

教育研究

経費比率

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入

31.07％

（33.2％）

29.97％

（33.0％）

29.27％

（33.3％）

28.87％

（33.4％）

32.54％

管理経費

比 率

管 理 経 費

経 常 収 入

7.55％

（9.3％）

7.36％

（9.0％）

6.88％

（8.8％）

6.75％

（8.8％）

7.27％

事業活動収支

差 額 比 率

基 本 金 組 入 前

当年度収支差額

事 業 活 動 収 入

△5.37％

（4.7％）

1.95％

（4.9％）

4.46％

（4.9％）

5.39％

（4.6％）

△1.30％

主　要　財　務　比　率

備考 １．経常収入は、教育活動収入計と教育活動外収入計の合計

　　　２．（　）内は日本私立学校振興・共済事業団調査による医歯系法人を除く大学法人平均値を示す。

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学生生徒等納付金 19,462,219,000 19,463,815,505 △   1,596,505
手 数 料  1,176,031,000 1,169,326,780 6,704,220
寄 付 金 200,000,000 241,547,238 △  41,547,238
経 常 費 等 補 助 金 1,371,315,000 1,383,016,736 △  11,701,736
付 随 事 業 収 入 654,050,000 598,420,014 55,629,986
雑 収 入 759,454,000 827,482,800 △  68,028,800
教 育 活 動 収 入 計 23,623,069,000 23,683,609,073 △  60,540,073

事
業
活
動 

支
出
の
部

人 件 費 14,457,383,000 14,657,668,974 △ 200,285,974
教 育 研 究 経 費 7,514,375,000 7,731,196,679 △ 216,821,679
管 理 経 費 1,705,940,000 1,727,474,680 △  21,534,680
徴 収 不 能 額 等 0 0 0
教 育 活 動 支 出 計 23,677,698,000 24,116,340,333 △ 438,642,333
教育活動収支差額 △    54,629,000 △   432,731,260 378,102,260

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

受取利息・配当金 76,875,000 71,839,823 5,035,177
その他の教育活動外収入 0 0 0
教育活動外収入計 76,875,000 71,839,823 5,035,177

事
業
活
動

支
出
の
部

借 入 金 等 利 息 18,544,000 18,542,724 1,276
その他の教育活動外支出 0 0 0
教育活動外支出計 18,544,000 18,542,724 1,276
教育活動外収支差額 58,331,000 53,297,099 5,033,901
経 常 収 支 差 額 3,702,000 △   379,434,161 383,136,161

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

資 産 売 却 差 額 3,720,000 3,720,716 △         716
その他の特別収入 450,100,000 149,440,872 300,659,128
特 別 収 入 計 453,820,000 153,161,588 300,658,412

事
業
活
動

支
出
の
部

資 産 処 分 差 額 11,840,000 84,680,877 △  72,840,877
その他の特別支出 0 0 0
特 別 支 出 計 11,840,000 84,680,877 △  72,840,877
特 別 収 支 差 額 441,980,000 68,480,711 373,499,289

[ 予  　 備 　  費 ] (　　　　0) 
150,000,000 150,000,000

基本金組入前当年度収支差額 295,682,000 △   310,953,450 606,635,450
基 本 金 組 入 額 合 計 △ 5,073,390,000 △ 4,346,403,409 △ 726,986,591
当 年 度 収 支 差 額 △ 4,777,708,000 △ 4,657,356,859 △ 120,351,141
前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △38,592,542,000 △38,592,541,193 △         807
基 本 金 取 崩 額 0 0 0
翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △43,370,250,000 △43,249,898,052 △ 120,351,948

(参考)

事 業 活 動 収 入 計 24,153,764,000 23,908,610,484 245,153,516
事 業 活 動 支 出 計 23,858,082,000 24,219,563,934 △ 361,481,934

事業活動収支計算書
平成31年4月1日から令和2年3月31日まで （単位 円）

備考 １．教育活動収支の事業活動収入の部「寄付金」は施設設備寄付金を除く。
　　　 ２．教育活動収支の事業活動支出の部「人件費」には退職給与引当金繰入額を
　　　　　 含み、「教育研究経費」と「管理経費」には、それぞれ減価償却額を含む。

資
金
収
支
計
算
書

１

事
業
活
動
収
支
計
算
書

２

貸
借
対
照
表

３

貸借対照表
令和2年3月31日 （単位 円）

資　　産　　の　　部

科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

固 定 資 産 130,558,171,336 129,838,747,825 719,423,511
有 形 固 定 資 産 102,812,770,946 98,444,739,531 4,368,031,415
土 地 35,511,355,163 35,526,456,979 △   15,101,816
建 物 44,971,242,809 36,516,441,107 8,454,801,702
構 築 物 2,077,612,341 2,078,750,571 △    1,138,230
機 械 装 置 129,444,890 30,205,990 99,238,900
教育研究用機器備品 2,578,997,069 2,119,196,133 459,800,936
管 理用機器備品 240,228,728 179,441,853 60,786,875
図 書 17,294,232,321 17,061,466,781 232,765,540
車 両 9,657,625 14,074,261 △    4,416,636
建 設 仮 勘 定 0 4,918,705,856 △4,918,705,856
特 定 資 産 27,204,609,312 30,849,267,718 △3,644,658,406
第２号基本金引当特定資産 100,000,000 800,000,000 △  700,000,000
第３号基本金引当特定資産 2,754,609,312 2,749,267,718 5,341,594
退職給与引当資産 3,950,000,000 3,900,000,000 50,000,000
法人基金準備資産 6,900,000,000 6,900,000,000 0
施設設備準備資産 13,500,000,000 16,500,000,000 △3,000,000,000
その他の固定資産 540,791,078 544,740,576 △    3,949,498
電 話 加 入 権 17,322,081 17,322,081 0
温 泉 利 用 権 7,000,000 7,000,000 0
有 価 証 券 513,888,429 513,888,429 0
教 職 員 貸 付 金 1,006,568 4,854,066 △    3,847,498
敷 金・ 保 証 金 1,574,000 1,676,000 △      102,000

流 動 資 産 7,552,044,509 7,522,284,903 29,759,606
現 金 預 金 6,633,604,743 6,674,149,961 △   40,545,218
未 収 入 金 659,501,243 553,054,364 106,446,879
仮 払 金 168,504,410 205,785,094 △   37,280,684
前 払 金 85,347,865 87,181,994 △    1,834,129
短 期 貸 付 金 5,086,248 2,113,490 2,972,758

資 産 の 部 合 計 138,110,215,845 137,361,032,728 749,183,117

負　　債　　の　　部

科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

固 定 負 債 14,420,461,247 13,787,104,600 633,356,647
長 期 借 入 金 4,588,780,000 4,096,550,000 492,230,000
長 期 未 払 金 663,150,238 566,698,369 96,451,869
退職給与引当金 9,168,531,009 9,123,856,231 44,674,778
流 動 負 債 6,630,615,148 6,203,835,228 426,779,920
短 期 借 入 金 407,770,000 317,770,000 90,000,000
短 期 未 払 金 1,475,658,242 1,255,916,690 219,741,552
前 受 金 3,751,734,000 3,636,379,000 115,355,000
預 り 金 995,452,906 993,769,538 1,683,368

負 債 の 部 合 計 21,051,076,395 19,990,939,828 1,060,136,567
純　 資　 産　 の　 部

科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

基 本 金 160,309,037,502 155,962,634,093 4,346,403,409
第 １ 号 基 本 金 155,740,428,190 150,699,366,375 5,041,061,815
第 ２ 号 基 本 金 100,000,000 800,000,000 △  700,000,000
第 ３ 号 基 本 金 2,754,609,312 2,749,267,718 5,341,594
第 ４ 号 基 本 金 1,714,000,000 1,714,000,000 0
繰 越 収 支 差 額 △43,249,898,052 △38,592,541,193 △4,657,356,859
翌年度繰越収支差額 △43,249,898,052 △38,592,541,193 △4,657,356,859

純 資 産 の 部 合 計 117,059,139,450 117,370,092,900 △  310,953,450
負債及び純資産の部合計 138,110,215,845 137,361,032,728 749,183,117

　学校法人専修大学の令和元年度事業報告・決算は、５月27日開

催の理事会・評議員会で承認され、確定した。

　
本
学
は
、
21
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
「
社
会
知
性
の

開
発
」
を
達
成
す
る
た
め
に
、
「
学
生
を
基
本

に
据
え
た
大
学
づ
く
り
」
を
大
学
運
営
の
基
本

理
念
に
掲
げ
、
社
会
の
屋
台
骨
を
支
え
る
有
為

な
人
材
の
育
成
に
努
め
る
と
と
も
に
、
骨
太
の

大
学
改
革
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　
さ
ら
に
、
専
修
大
学
創
立
１
４
０
周
年
・
石

巻
専
修
大
学
創
立
30
周
年
を
迎
え
る
向
こ
う
５

年
間
（
平
成
28
年
度
か
ら
令
和
２
年
度
）
は
、

「
確
た
る
大
学
基
盤
の
整
備
」
を
指
針
に
据

え
、
７
つ
の
事
業
領
域
を
中
心
に
中
期
的
な
視

点
か
ら
設
定
し
た
計
画
を
推
進
し
て
い
る
。

　
専
修
大
学
は
、
こ
れ
ま
で
創
立
１
４
０
周
年

記
念
事
業
の
完
遂
に
向
け
て
様
々
な
キ
ャ
ン
パ

ス
整
備
と
教
学
改
革
を
同
時
並
行
的
に
推
進
し

て
き
た
。
キ
ャ
ン
パ
ス
整
備
に
つ
い
て
は
、
神

田
キ
ャ
ン
パ
ス
に
学
生
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー

（
神
田
９
号
館
）、
専
修
大
学
１
４
０
年
記
念

館
（
神
田
10
号
館
）
を
建
設
し
た
。
教
学
改
革

に
つ
い
て
は
、
経
営
学
部
ビ
ジ
ネ
ス
デ
ザ
イ
ン

学
科
と
文
学
部
ジ
ャ
ー
ナ
リ
ズ
ム
学
科
を
平
成

31
年
４
月
に
ス
タ
ー
ト
さ
せ
、
令
和
２
年
４
月

に
は
、
国
際
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
学
部
、
経

済
学
部
現
代
経
済
学
科
と
生
活
環
境
経
済
学
科

を
開
設
す
る
と
と
も
に
、
商
学
部
を
神
田
キ
ャ

ン
パ
ス
に
移
転
し
た
。
こ
の
改
革
に
よ
り
神
田

キ
ャ
ン
パ
ス
は
、
法
・
商
・
国
際
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
学
部
の
３
学
部
体
制
と
な
っ
た
。

　
難
関
試
験
の
公
認
会
計
士
試
験
を
は
じ
め
と

す
る
各
種
国
家
試
験
で
は
、
公
認
会
計
士
試
験

で
、
在
学
生
の
合
格
者
が
３
年
連
続
し
て
二
桁

の
13
名
と
な
り
、
２
年
連
続
で
２
年
次
生
の
合

格
者
を
出
す
こ
と
が
で
き
た
。
司
法
試
験
で

は
、
７
名
の
合
格
者
（
法
科
大
学
院
修
了
後
１

年
以
内
の
合
格
者
４
名
を
含
む
）、
国
家
公
務

員
採
用
総
合
職
試
験
に
お
い
て
も
、
大
卒
程
度

試
験
で
４
名
、
院
卒
者
試
験
で
２
名
の
合
格
者

を
輩
出
す
る
な
ど
、着
実
に
成
果
が
出
て
い
る
。

　
入
試
領
域
で
は
、
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
試
験

利
用
入
学
試
験
及
び
一
般
入
学
試
験
の
志
願
者

数
合
計
が
５
万
１
０
２
４
名
と
な
り
、
２
年
連

続
で
目
標
の
５
万
人
を
超
え
た
。
特
別
入
試
を

含
め
た
総
志
願
者
数
は
、
５
万
３
９
６
４
名
と

な
っ
た
。
過
去
５
年
間
に
お
け
る
志
願
者
数

（
二
部
を
除
く
）
の
年
平
均
増
加
率
は
９
・
２

％
で
あ
る
。

　
さ
ら
に
、SDGs

（Sustainable Development

 Goals

）

の

達

成

に

向

け

た

取

組

や

Society5 .0

時
代
を
見
据
え
た
研
究
を
助
成

す
る
「
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
研
究
助
成
制
度
」

を
設
け
る
な
ど
、
専
修
大
学
創
立
１
５
０
年
に

向
け
た
新
た
な
取
組
も
開
始
し
た
。

　
石
巻
専
修
大
学
で
は
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

改
善
・
強
化
に
向
け
て
、
石
巻
専
修
大
学
「
中

長
期
ビ
ジ
ョ
ン
」（
２
０
２
０
年
度
か
ら
２
０

２
４
年
度
）
を
策
定
し
た
。
教
育
研
究
活
動
の

活
性
化
に
向
け
て
、
今
後
の
10
年
を
見
据
え
た

教
育
課
程
の
再
編
を
行
う
た
め
、「
石
巻
専
修

大
学
経
営
学
部
学
科
改
組
等
に
か
か
わ
る
設
置

準
備
委
員
会
」
を
中
心
と
し
て
、
令
和
３
年
４

月
に
経
営
学
部
情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
学
科
を
開

設
す
る
た
め
の
準
備
等
を
行
っ
た
。
学
生
支
援

領
域
で
は
、
女
子
競
走
部
が
第
37
回
全
日
本
大

学
女
子
駅
伝
対
校
選
手
権
大
会
に
２
年
連
続
で

４
回
目
の
出
場
を
果
た
し
た
。

　
入
試
領
域
で
は
、
平
成
28
年
度
入
学
試
験
の

志
願
者
数
か
ら
年
平
均
21
・
６
％
で
志
願
者
数

を
着
実
に
増
加
さ
せ
て
、
令
和
２
年
度
の
総
志

願
者
数
は
、
前
年
度
よ
り
３
２
２
名
増
加
の
１

３
２
８
名
と
な
っ
た
。
令
和
２
年
度
入
学
定
員

充
足
率
も
86
・
６
％
（
前
年
度
比
５
・
０
㌽

増
）
と
な
っ
た
。

（
令
和
元
年
度
事
業

報
告
書
の
詳
細
は
公

式
Ｗ
Ｅ
Ｂ
ペ
ー
ジ
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。）

事
業
報
告
概
要


